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1　 は じめに

　 近年 ， 農業関連公 共事業の 実施 に よ り発 現 さ

れ る機能 と して ， 事業本来 の 目的で あ る農業生

産性 向上 機能以外 に も ， 景観 形成機能 ， 国土保

全 機能，生 態系保全機能等 ，
い わゆ る農 業農村

の 多面的機能 と呼ばれ る機能 に対す る認 識 が強

ま りつ つ ある 。 これ を受 け，多面的機能 の 適切

な維持 ・発 揮 を 目的 と した評価研究 を農 業関連

公共事業 の 事業評価 体系 の
一部 と して位置付 け，

事業実施 に より発現 され る効果の 測 定を行 う総

合 的な研究が 盛ん とな っ て い る。 こ の よ うな流

れ は 2001 年度か ら導入 された政策評価制度 の

下 で ， さらに加速す る で あろ う
注 1）。

　 とこ ろで ， こ の 多面的機 能の 中に は市場化 さ

れ て い な い 機 能が多数含まれ る こ とか ら，そ の

評価に は ， 環境便 益 等の 市場外価値の 測定手法

で あ る CVM （Contingent　Valuation　Method ）が用

い られる こ とが多い 注 2）
。 こ の CVM は ，評価額

の 導 出 の た め に ア ン ケ
ー

トを実施 す るプ ロ セ ス

を伴 うこ とか ら， CVM を用 い た 調査 の 実施に 際

し て 時間的 ・費用的鯏約が生 じる こ とが 容易に

想像で き，結果 と して適切 な調 査の 実施が 困難

とな るケ
ー

ス の 発生 が 懸念 され る と こ ろ で ある 。

　 こ の 解決法 の 1 つ として ， CVM を用 い た環 境

評 価 研 究 に お い て も ， 便 益 移 転 （Benefit

Trans艶r）が注 目され つ つ ある 。 寺脇 （2000）に

よ る と ， 便益移転 とは ，ある地域 にお い て推 定

され た便益 を ， 政策 の 意志決 定が議 論 され て い

る別 の 地域に 移転 させ る こ とを意味す る も の で

あ り ， その 移 転の 可 能性 （以 下 ， 便益移転性）

を検討す る こ と，及 び
， 移転 が成立 す るた め の

条件 を見 出す こ とが便益移転研 究にお ける 2 つ

の 主 要課題 と されて い る 。 また ， 便益移転 の 考

え を用 い て ， CVM の よ うに多大な費用 と時問 を

要す る評価研 究 の 費用的 ・時間 的効率化 に貢献

す る こ とが ， そ の 最 大の利 点 と考え られ て い る 。

　便 益 移 転 に 関 す る 研 究 の レ ビ ュ
ーは 寺 脇

　（2000），吉 田 （2000a ）等 に譲 る こ と とす る が ，

そ の 移転方法 として は ， こ れ ま で に原単位 法 ，

便益 関数移 転，メ タ分析移転等が考案 され ，米

国等 にお い て は 環境評価分野 を対象 と して 実際

にその 活用 が行 われ て い る。

　また ， 我 が 国 の 農業関連 分野 にお ける便益移

転研 究の 歴史 は浅い も の の ，その研 究蓄積 とし

て 寺脇 （2000）， 吉 田 （2000a）， 吉田 （2000b＞，

大石
・浅野 （2001）等を 挙げる こ とが で きる。

し か しなが ら ， こ れ ら の 既存研究で は ，対象 地

区間にお い て便 益移転性 が存在す る か ど うか
，

すなわち先述 の 第 1 の 課題 に関す る検討が メイ

ン とな っ て お り
， 便益移転 を実際 の 事業評価や

政策評価に 適用 するた め の 詳細な議論 に まで は

至 っ て は い な い e

　 こ の 理 由 と し て ， こ れ らの 既存研 究で は便益

移転の 成立条件 に関する検討 ， すなわ ち先述 の

第 2 の 課題 に 関す る検討 が 不十 分で あ る こ とが
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挙げ られ る 。 こ の 課題 の 検討 は ， 便益 移転 の 適

用手段 に 関す る議論 を行 う際 の 判 断材料 と し て

必 要不 可欠で あ る 。 ま た ，
こ の 問題 に

一
応 の 解

決 を与え る た め に は ， 既 存研 究に よ り便 益移 転

性の 存在が確認 され た複 数 の 地区内 に潜 在す る

と考 え られ る共通属性 を検証 す る こ とで ，便益

移転 の 成立条件 に関す る考察を深 め る こ とが 必

要で あ ろ う。 こ の こ とは ， 先述の ど の 移転 方法

を用 い るに して も ， 重要 で あ る と思 われ る。

　そ こ で 本稿で は，大石 ・浅野 （2001）が 行 っ

た検討対 象地 区 の 分類結果 を事例 と し て 取 り上

げ ， 各地区の 属性デー
タ を用い て ，その 分類結

果が どの よ うな要因に よ り規定及 び判別 され る

か の 検証 を行 うこ ととす る。

　こ こ で ， 大石
・浅野 （2001）は 便 益移転性 を

尺度 と し て ，検討対象 地 区 を 2 つ の クラ ス タ
ー

に大別 して い る た め ， そ の 分析手法 と して は ，
2

値反 応 の 分析法 で あ る ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰分析

（Logistic　Regression　Analysis ）を用 い る 。 また ，

便益移転の 事業評 価 ・政策評価 へ の 適用 可能性

の検討 を念頭に置 き ， 既存の 統計資料等か ら得

る こ とが で きる 属性データ を用 い て分析 を行 う。

　本稿 の 構成は 次の 通 りで あ る 。 fiで は ，
ロ ジ

ス テ ィ ッ ク回帰 分析 に用 い る大石
・浅野 （2001）

の 分類結果の 概 要に つ い て 述 べ る。皿 で は ， 便

益 移転性 の 規定要因の 検討 に用 い る ロ ジ ス テ ィ

ッ ク回帰分析手順及び そ の 分析 結果 に っ い て 述

べ る。IVで は，今後 の 課 題 に つ い て ま とめ る。

9 分析対象 地 区の 概要

　大石 ・浅野 （2001） は，同
一

形 式 の CV 調 査

が継続 して実施 されは じめ た ， 地 域用 水 環境整

備事業が もた らす地域ア メ ニ テ ィ便益 注 3＞ を事

例 と して 便 益移転性 の 検討 を行 い
， 全 国 19 の 検

討対象地 区 を表 1 に 示 す よ うな計 4 つ の ク ラ ス

タ
ー

に分類 して い る。 こ の 大石 ・浅野 （2001 ）

に よる分類結果 は ，
二 段 階二肢方式の CV 調査

か ら得 られ た 各地 区の
”

yes／no
”
の 回答デ ータ 間

の 同
一

性 の 検定 を行 う，
ノ ン パ ラ メ トリ ッ ク仮

説検定を実施す る t とで得 られた もの で ある。

こ の た め ， この 検定実施過程 に お い て
， 農業地

14 農村計画論文集　第 3集　2001年 12月

域類型 や 事業 内容 等 の 外 的基準 は使用 され て お

らず ， こ れ は便 益移転性 の 規定要因 の 検討 を 目

的 とした本稿 が対象 とす べ き既 存研究 と し て 相

応 しい もの で ある と考え られ る 。ま た，ク ラ ス

タ
ー

皿 及 び IVに 属す る 地 区数 が各 々 1 地 区 とな

っ て い る こ とか ら ， 本稿 で は そ の 分析範囲 をク

ラ ス ター 1及び H に限定する こ ととす る。

　併せ て ，ク ラ ス タ
ー 1及 び H に属す る 地 区の

WTP 評価額 ， ア ン ケ
ー

ト回収 率 ， 地 元市町 村平

均所得等の デー
タ の 平均 を取 っ た 数値 を表 2 に

示 し て お く。次節 で は， ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分

析 を用 い た モ デル ビ ル デ ィ ン グを行 い ， 便益移

転性 を規定す る要 因の 検討を行 う。

ft　1 各 ク ラ ス タ
ー

に属 す る地区 の 概況

地 区 コ ード　 地 区名　 道府 県名　　整備対象

cluster ∬

1234567891417

四

開発 三 角

溝水ケ 丘

サビシa

手代木沼

田 子 内

山 ノ神

　 角渕

三 ツ 木

御 新 田

　 群恵

　鷹巣

　三 行

北海 道

北海道

青 森 県

宮城 県

秋 田 県

福島 県

群馬 県

埼玉 県

新潟 県

徳島県

鹿児 島県

三 重 県

　用水路

　ため池

　ため 池

　ため 池

　用水路

　ため 池

　用 水路

　ため地

　用水路

　用水 路

農業 用ダム

　ため池

cluster コII

　　 10　　　 奥池　　 愛知 県

　　 i1　　 福 田新池 　　愛知 県

ため池

ため池

三3 阿惣 山 口 県 ため池 ，用水 路

15 尾池 香川 県 ため池，用水路

16 直鳥 佐賀 県 1 用水 路

c 伽 ∫’8r ノπ

玉2 大井 田 西 部 三 重 県 た め 池，用水路

cJ螂 ∫8rZ718

竹中池 鹿児 島県 た め 池

注 ） デ
ー

タ は 大 石
・浅 野 （2001 ）に よ る。
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表 2 各 ク ラ ス ターの 特徴

cluster 　f　luster　II

WTP 平 均値（円）

WTP 中央値（円 ）

アンケート回収率（％）

配 布手段
2）

回収 手段
2｝

受益設定範 囲戸数

受 益 内抽出率（％）

DID 都市ま で の 距離（km ）

今 回 の 実整 備面積（m2 ）

遊戯 施設 （ブラン コ 等）
3）

交流施設（直売所 等）
3》

レ ジャ
ー施設（直売所等 ）

3）

歴 史的施設 （文化財等）
3＞

9，6422

．066

　 55．0

　 0，58

　 0．673

，965

　 52．7

　 10．417

，157

　 0．25

　 0．25

　 0．42

　 D．67

8，7391

，218

　 77．8

　 1．00

　 1，003

，339

　 42．4

　 14．125

，GOO

　 O．20

　 0．20

　 0．00

　 0．20

地 元市町村平 均年齢（歳） 42142

地 元 市町村平 均所得（干円） 25143 ，690

地 元 市 町村 農業類型
4） 2．1 1．8

注 1） デー
タ は 大 石 ・浅 野 〔2001） に よ る。 2 ） 「］ ： 手

渡 し 」，「0 ： 郵送 1 と し て 計 算 を行 っ た。3） 「1 ： 該 当

施 設 有 り」，
「0 ： 該当施 設 無 し 」 と し て 計算 を行 っ た 。

4） 「1 ： 都市 的 地 域 」，「2 ： 平 地 農業 地 域」，「3 ： 中間農

業 地 域 」，
「4 ： 山 間 農業地域 」 と して 計算を行 っ た 。

皿 ロ ジ ス テ ィ ッ ク回 帰分析 に よ る 便

益 移転性 の 規定 要 因の 検討

1　 分析手 順

　 ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰分析は ， ロ ジ ッ ト ・モ デ

ル な どとも呼 ばれ ， 目的 変数が 2 値ある い は多

値 の 質的変数 の 場合 に お ける 回帰分析 の 1 手法

で あ る。また，こ の 手法 は医学 ・疫学 ・生物学

等 の 多 くの 分野にお い て 広 くそ の 使用 が行 われ

て お り，本稿 の よ うに推定結果 か ら 2 群の 判別

状況 を検証す る場合 に は， ロ ジ ス テ ィ ッ ク判別

分析 と呼ばれ るこ と もある。以下，竹内編（1989）

に従 い ，その 分析手 順 を説 明す る。

　p を反応確率 （本稿 の ケ
ー

ス で は ，対象地 区

が ク ラ ス タ
ー 1に 属す る確率） とす ると き ， p

の 対 数 オ ッ ズ η　
＝log｛p／（1−p）｝へ の 変換を ロ ジ ッ

ト変換 と い う。ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰モ デル で は ，

説 明変数 Xl，＿，xr と こ の η に つ い て

　 　 　 r

η
一P。

＋ Σ・
、β、

　 　 　 ノ＝1

を仮 定す る 。
ロ ジ ッ ト変換 で は 反応確 率の 変域

［0，11が η の 変域（
一。。 ，＋ ○。 〉に拡 大 され る 。 こ の た

め ， 回帰係数 βの 推測 に制約条件を設 定す る必

要が無 くなる とい う利点が 生 じ る。

　今，i．　
・1

，
＿．

，　N と し ni 個の 対象地 区 の うち yi

個の 地 区が ク ラス ター 1 に属す る こ ととな っ た

とする 。 こ の とき ， 説明変数を x
’

i
＝ （Xi」，

＿
，
Xi

．）

で 表 し ， 母 数 を β
’ ．

（βo，β，，＿，β，）とす る と，

ロ ジ ス テ ィ ッ ク回帰モ デ ル の 対数尤度 は定数項

を除い て

IN〔β）− t
’

II一Σ・
，　i・gl ＋ ・xp 　（xl　IS）｝

　 　 　 　 　 i＝1

で 表 され る 。

　以 上 か ら ， 本稿で は最尤法 を用 い て B の 推 測

及び 変数選択 を行 う。また ，変数選択 に は以 下

に 示す変数増加 法 を採用す る 。

　ス テ ッ プ  1 定数項 と 1個 の 説明変数 を含 む

モ デ ル を推 定 し ， 説明 変数 の t 値 を求 め る。こ

の t 値 は （係数 パ ラ メ ータ ＝ 0） の 仮説 の 下で 漸

近的 に標準 正規分布 に従 うこ とが知 られ て い る

た め ， 最小 の p 値を持 つ 説明変数 をノと し ， あ

る有意水 準 a の 下 で 「pプ
く a」 となれば説 明変数 ノ

をモ デル 内に取 り こ む 。全 て の 説明変数の p 値

が 「p≧ a 」 となれば ， それ ら の 説 明変数は 有意

で な い と判 断す る。

　ス テ ッ プ   ： 定数項 と ス テ ッ プ   に お い て 選

択 された説 明変数 ノと説 明変数 奴 乏≠プ）か ら成

る モ デル を推定し ，説 明変数 々の t値 を求め る 。

次に
，

ス テ ッ プ  と同様に最小 の p 値 を持 つ 説

明変数 k に 関 して 「Pkくa」 となれ ば説 明変数 k

を モ デル 内に 取 り こ む 。 全て の 説 明変数 k に対

し て 「Pk≧a 」 となれ ば検定を終 了す る 。

　ス テ ッ プ   ： 定数項 と説 明 変数 ノと ス テ ッ プ

  にお い て選 択 され た説明変数 k と説 明変数 1

（1≠ ノ，k）か ら成る モ デ ル を推定 し
， 説 明変数 1

の t 値 を求 め る。以 下 ，
ス テ ッ プ   と同様 の 検

定を続行す る 。

　 こ れ ら の ス テ ッ プは，全て の 説明変数が モ デ

ル 内 に 取 り こ まれる ， も しくは新た に モ デ ル 内

に取 りこ も うとする全 て の 変数 の p値 が 設定 し

た有意水準以上 となるま で 繰 り返 し行 うこ と と

す る 。
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　また ， こ の 検定に お ける 帰無仮 説は 「モ デル

内 に 取 り こ もうとし て い る説 明 変数 ノが 有意で

な い ，す なわ ち β戸 0」 となる。 こ こ で ，丹後

他 （1996） は ， 本稿 の よ うに分類結果 を規定す

る上 で 重要 と思われ る要因の 探索を行 うケ
ー

ス

で は，有意水準 を通常 の 有意性検 定で 利用 され

る 5％ よ りも大 きく取 る こ とを推 奨 して い る 。

こ の よ うに検定の 有意水準 を大 き くす る こ とは ，

帰無 仮説 が誤 っ て い るに も か か わ らず，そ の 帰

無仮 説を受容す る第 H 種の 過誤を引き起 こ す確

率 を減少 させ る こ とを意味 して い る。もちろ ん ，

こ の こ とは ま た 帰無 仮説が真で ある に もか か わ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表 3

らず ，そ の 帰 無仮説 を棄却す る 第 1 種 の 過誤 を

引 き起 こ す確 率を増加 さ せ る こ とを意味 もの で

あるが ，便益移転性 を規定す る要因を見逃 し て

しま う確 率 を小 さくす るこ とが よ り重要 であ る

と考え ，本稿 で は有意水 準 を 15％ と し て 検定 を

行 う、

2　分 析 結果 及 び結果 の 考察

　次に ，表 3 に 示 す説明変数 の 候補 を用 い て 実

行 され た ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰分析 の 分析結果 に

つ い て 述 べ る
注 4） 注 5）。

説 明変数 の 候 補

変数名 変数の 種類 変数 の 内 容

従 属 変数　　CLUSTER 　　 ダミー変 数 対 象 地 区 が クラ ス ター 1 に 属 す る

独 立変数

　 AREAl

　 AREA2

　 AREA3

　 AREA4

　 AREAs

　 AREA6

　 AREA7

　 AREA8

　 WATER

　 POND

　 JUEKI

　 DID

　 AGEinlNCOME

RUIKEIl

RUIKEI2

RUIKEI3

RUIKEI4

1nMENSEKI

　 YUGI

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変 数

ダミー変 数

ダミ
ー
変数

ダミ
ー

変数

ダミ
ー変 数

ダミー変数

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変数

　 数 値

　 数 値

　 数値

　 数値

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変数

ダミ
ー

変数

　 数値

ダミー変数

対象地区の 地域
一北 海道

対象地 区の 地 域
一
東 北

対 象 地 区 の 地 域 一関 東

対 象地 区 の 地 域 一申部

対象地 区 の 地 域
一北 信越

対 象地 区 の 地 域 一中部

対 象地 区 の 地 域 一
四 国

対象地 区 の 地 域
一九 州

対 象地 区の 整 備 内容
一用 排 水 路有 り

対象地 区の 整 備 内容
一

溜め 池 ，ダ ム 有り

受 益設定範 囲 戸 数 （1000 戸 ）

DID 都市まで の 距 離（km ）

地元市町村平均年齢（歳）

地元市町村平均所得（百万円）の 対数

対象地 区農業地 域類 型 一
都市的地 域

対象地区農業地域類型
一

平地農業地域

対 象 地 区農 業 地 域 類 型 一中 間農 業 地 域

対 象 地 区農 業 地 域 類 型 一山 間 農 業 地 域

今 回 の 実 整 備 面 積 （1000m2 ）の 対 数

ブラン コ 等の 遊戯施設の 有無

ダミー変数 の 内容

J：○ ：X

OOOOOOOOOOー

　

ノ
　

」
　

1
　

1
　

ー
　

ノ
　

ー
　

1
　

1

OOOO去

ゐ

ゐ

ハ

1：ある

：X

：×

：×

：×

：X

：×

：X

：×

：x

；X

1−
0：×

0：×

O；x

腎
ゆ：ない
1

KORYU ダミ
ー変数 直売 所 等の 交流施設の 有無

　　　　　 卍
1：ある 0 ；ない

LEISURE ダミー変数 キャ ンプ場等 の レジャ
ー

施設 の 有無 1：ある 0：な い

REKISm ダミー変数 文 化 財 等 の 歴 史 的 施 設 の 有 無 ノ：ある ：な い

SURVEY 数値 ア ン ケート回 収 率 （％ ）
一 一

DELIVERY ダミ
ー変 数 ア ン ケート配 布 手 段 11：手 渡 し 0：郵 送

注 ） デ
ー

タ は大石 ・浅 野 （2001） に よ る。
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　 推定結果 を表 4 に ， 予測 的中率を表 5 に ， 予

測値 と観測値 の プ ロ ッ トを図 1 に示 し た。

　 は じめ に，モ デル に取 り込 まれ る こ と とな っ

た 4 説 明 変 数 の 符号 に 関す る 考 察 を行 う 。

REKISHI （文化財等 の 歴 史的施設 の 有無） の 係

数 の 符号 は正 とな っ て い る。表 2 に よる と，ク

ラ ス タ
ー 1 に属 す る各地 区が歴 史的施 設 を有 し

て い る割合は ク ラス ター H の それ よ りも大 き く

な っ て い るた め ，
こ れ は整合的で あ る と言 え る 。

こ れ に 対 し て ， WATER （用排水路関連 の 整備 の

有無 〉， lnMENSEKI （実 整 備 面 積 の 対 数 ），

SURVEY （ア ン ケ
ー

ト回収率）の 係数 の 符号 は

負 とな っ て お り ， REKISHI と同様 の 議論 か ら係

数の 符号は整合 的で あ る と書 える 。
こ の うち ，

注 5）で 説 明を行 っ た SURVEY が モ デ ル 内 に含

まれ て い る こ とに注 意 し て お こ う
注 6）

。

　次 に ， 表 5 に 示 す よ うに ， 推 定式か ら算定 さ

れた 予測 的 中率は 全体で 88．240／o とな っ た。以

上 か ら，モ デル に取 り込 まれ る こ と とな っ た 上

記 の 説 明変数は便益 移転性 に基 づ く分類結果 の

特徴 を規定する 上で有用 となる可 能性が高 い と

言 えよ う。ちなみ に ， ク ラ ス タ
ー 1に 属す るに

もか かわ らず推 定の 結果 ク ラ ス タ
ー n に 属す る

と予測 され た地 区は鷹 巣地区で あ り，ク ラス タ
・一一

　llに属す る に もか か わ らず推定の 結果 ク ラ ス

タ
ー 1 に属 す る と予測 され た地 区 は奥 池 地 区 で

あ っ た。

表 4　 m ジ ス テ ィ ッ ク回 帰推 定結果

変数名 係数 t値 P 値

Intercept　　　　46．669

　 WATER 　 　 ．12．19

1nMENSEKI 　 −2．698

REKISHI 　　　15，183

SURVEY 　 　 −25．949

｝556

・1．117

−1，1581

．301
−1．059

0．0600

．1320

．1230

．0970

．145

Residual　 Deviance ； 5、ユ99

注 ）t｛直 は （係 数 ） 1 （標 準 誤 差 ） に よ り計算 さ れ，（係

数 パ ラ メ
ータ 〉＝0 の 仮説 の もとで 漸近 的 に標 準正 規分

布 に 従 う。

禦

翼

表 5 　予 測的 中率

　 　 　 予測値

o〜姆 ’6r ∫

（ρ 三 DoJ
配∫オ8r ∬

（P ＝ O）
的中 率

oz麗膨 r ∫

（P ニ1）
1ユ 191 ．67％

じ伽∫∫8r ∬

（P　
atO ）

1 4 80．00％

全 体 88．24％

じoVFv
’

一
　’

一
　

　，

T

rFr

’’
’rF

’
「

 
“肥脯嚇 

肝副5u躙的呪脚田刷7駅解胃尉印

 

O慮

薗OOd

Ψコ

勃OOO

髷

携

ヨ
O

図 1　 予測値 と観測値 の プ ロ ッ ト

V 　残 され た課題

　 本稿 で は ， ロ ジ ス テ ィ ッ ク 回帰 分析 に よ り，

便 益移 転性 に基 づ く分類結果 を規定す る要因 を

検証 す る こ とを通 じて ， 便益移転性 の 成立 条件

に 関す る検討 を行 っ た。

　 そ の 結果 ， 用排水路 関連の 整備 の 有無や 実整

備面 積 ， 文化財等の 歴 史的施 設 の 有無等が便 益

移転性に 基づ く分類結果の 特 徴を 規定す る上 で

有用 となる可能性が 高 い こ とがわか っ た 。

　今後の 課題 と して は ， 本稿 の 分析結果 を参考

に ，よ り広 域 な範囲 を対 象に便益移転 の 成 立 条

件に 関す る検討 を行 うこ と， そ して便益移転 の

事 業評価 ・政策評価 へ の 適用 可能 性 の 検討 を行

うこ とを挙 げ る こ とが で きよ 廴 特 に
， よ り広

域 な範囲 を対象に 便 益移転 の 成 立条件に 関す る

検討 を行 う際 には ，検討 区分 が 2 分類で は な く

それ 以 上 とな る こ とが考 え られ る た め ， 多項 ロ

ジ ス テ ィ ッ ク回帰分析や 重 判別分析 等を用い て

ユ7
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そ の 検討 を行 う必要 が生 じる と思わ れ る 。 それ

らは別稿 に 譲 る こ と に し た い
。

　　　　　　　　　　 ［注］

注 1）こ の 政策評 価 制 度 は 国 民 に 対 す る 行政 の 説 明 責任

　　の 徹 底 や 国 民 的 視 点 に 立 っ た 成果 重 視 の 行 政 へ の

　　転換 を 図 る こ と を 目的 と して い る。こ の た め，制

　　度導入 以 前 か ら事 業 評 価 が行 われ て き た 農業 関 連

　　公 共事業 に お い て も ， よ り適 切 な事業評価 の 実施

　　が 求 め られ る も の と考 え られ る。詳 し く は ，農林

　　水 産 省 ホ
ー

ム ペ ー ジ http；〃www 、maff ．gojp ！

　　soshikilkambou ／bunsyo／l−1．pdf を 参 照 の こ と。

注 2）吉 田 （2000a＞が 述 べ て い る よ う に，　CVM は 環境

　　評 価 研 究 で 活 用 され るだ け で な く ，農 林 水 産 省 内

　　に お い て ，CVM を適用 した 集落排水 事業や水環境

　　整備事業 の 事 業評 価 マ ニ ュ ア ル の 策定が 進 め られ

　　る な ど ， 急 速 に そ の 使用 に 対 す る コ ン セ ン サ ス が

　　醸 成 され つ っ あ る。詳 し く は 吉 田 （2000a ）p．1 を

　　参照 の こ と。

注 3）地 域用 水 環 境整 備 事 業 は ， 農 村 地 域 に 存在す る 水

　　路 ， ダ ム
， た め池 等 の 農業水利施設 の 保全 ・

管理

　　を行 い ，そ れ と 共 に 施 設 の 有 す る 水 辺 空 間 等 を活

　　用 し，豊 か で 潤 い の あ る 快適 な 生 活 環 境 を創造す

　　 る こ と を 目 的 と し て い る 。ま た，地 域 用 水 環 境整

　　備 事 業 に よ り維 持 ・発 揮 され る 効果 に は ，生 態 系

　　保 全 効 果 ，景 観 環 境 維 持 ・形 成 効 果 等 の 効 果 が 多

　　 数 存在 して い る こ と が 知 られ て い る 。

注 4＞分析 は 京 都大 学 大 学 院 農 学 研 究 科 農 業 組 織経営学

　　分野 所 有 の S−PLUS2000 を用 い て 行 っ た。

注 5）先 述 の 通 り，本稿 で は 既存 の 統 計 資料 や 関 連行 政

　　官への 簡単な ア ン ケ
ートか ら得 る こ とが で き ， か

　　っ 客観 性 が 高 い と考 え られ る データ を説 明 変数 の

　　 候 補 と して 用 い る こ ととす る。しか し，火 石 ・
浅

　　 野 （2001 ） が 用 い た CV 調 査 ア ン ケ
ートの 実 施 手

　　段 が 各調 査地区で 必 ず し も同
一

で は な い こ と を考

　　慮 し ， 本稿 で は ア ン ケート回 収 率 及 び ア ン ケ ート

　　配 布 手 段 を説 明 変 数 に 追加 す る こ と で ，そ の 影 響

　　の 明 示 化 を試 み る こ と と し た e

注 6）ま た，表 4 に は あ わ せ て デ ビ ア ン ス （D ：deviance）

　　の 値 を 掲 載 し て い る。こ の デ ビ ア ン ス は ，
モ デル

　　の 適合度 を総合的 に 評価す る尤度 比 検定統計量 で

　　あ り，現在 の モ デ ル が 正 し い とい う帰無仮説 の も

　　と で ，D 〜自 由度 J−r−i の X2 分 布 に 従 う こ とが 知 ら

　　れ て い る。本稿 の ケース で は ，
D ＝5．199 〈 x2 （0、05 ；

　　ノーr −1 ＝ 12＞ ＝ 19 ．68 とな り，帰無仮説を受容す る結

　　果 と な っ て い る。詳 し くは 丹後他 （1996）を参照

　 　 の こ と。

［謝辞］本研 究 を進 め る に あ た り ， 農村環 境整 備セ ン ター
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　 Benefit　transfer　is　 one 　 of　the　 most 　common 　 concems 　 in　 the 　 study 　 area 　 of 　 vaiuing 　 environmen 亡aI

preferences，　though 血 ere 　are　few　study 　reports 　concerned 　with 　it　in　Japan．

　 So ，
　I　investigated　the　latent　fac耄ors 　which 　descr皇be　benefit　transfer，　using 　logistic　regless 重Gn 　ana 置ysis，　as　a

study ¢ ase 　of　mral 　amen 重ty　benefit　in　reg ｛G照 l　w 飢 eロ esource 　program，　As　a　result，｛cou 】d　find　that　three

fact・ fs ，1）whe 出 er　a　pr・gram　inclttde　waterway
’
s　i漁 μ 。vement ，　7−＞what 　area 　a　pr。gram 幽 隙 ・ 紳 r・ve ，跏 d

3）whether 　there 　are 　sGme 　historicai　institutions　aro ロnd 　a　program
’
s　d重strict

，　are 重hought 　to　be　important　to

describe　benefit　transfer
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